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件     名 

 

大規模災害時における 

港湾機能の維持・早期復旧に向けた検討 

～2月13日 大阪湾港湾機能継続計画推進協議会の開催～ 

  

概     要 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

今回の協議会は、平成 30 年 11 月と 12 月に実施した図

上訓練結果と大阪湾 BCP（案）への反映、和歌山県の航

路啓開に関する検討、道路啓開計画と整合した航路啓開

のあり方、エネルギー輸送確保に係る航路啓開目標等に

ついて議論を行います。 

 

○日 時：平成３１年２月１３日(水) 15:30～17:30 

○場 所：ＡＮＡクラウンプラザホテル神戸 

10 階 大宴会場 ザ・ボールルーム 

(〒650-0002 神戸市中央区北野町 1丁目） 

○メンバー：港湾関係者(港湾関連民間団体・自治体・国

の港湾関係機関 41 機関)、有識者他 

 

※取材について 

取材・撮影につきましては、冒頭の挨拶までとします。

なお、協議会終了後に、事務局において取材対応を行い

ます。 

  

取  扱  い － 

  

 
配 布 場 所 

 

近畿建設記者クラブ 大手前記者クラブ 神戸海運記者

クラブ 神戸民放記者クラブ みなと記者クラブ 神戸

経済記者クラブ 港湾空港タイムス 港湾新聞 

  

問 合 せ 先 

 

 

 

 

（大阪湾港湾機能継続計画推進協議会事務局） 

国土交通省 近畿地方整備局 港湾空港部 

事業継続計画官       宇
う

戸
と

 寿一
としかず

(内線 6490) 

港湾空港防災・危機管理課長 松林
まつばやし

 清
きよ

志
し

(内線 6480) 

   TEL：078-391-3101（ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ） 

  



大規模災害時における港湾機能の維持・早期復旧に向けた検討 

～第 11 回 大阪湾港湾機能継続計画推進協議会の開催～ 
 

災害時においても港湾機能を継続させるため、関係者による広域協働体制を

構築することで、港湾活動の停滞の短縮、活動再開に向けた早期復旧を図る必

要があります。 

このため、平成 23 年度に、大阪湾の港湾関係者（港湾関連民間団体・自治

体・国の港湾関係機関）と有識者で「大阪湾港湾機能継続計画推進協議会」を

設立し、直下型地震時や海溝型地震時における各関係者の役割分担やとるべき

行動等について議論を進めてきたところです。 

今回（第１１回協議会）は、平成 30 年 11 月と 12 月に実施した図上訓練結

果と大阪湾 BCP（案）への反映、和歌山県の航路啓開に関する検討、道路啓開

計画と整合した航路啓開のあり方、エネルギー輸送確保に係る航路啓開目標等

について議論を行います。 

 

○開催日時：平成３１年２月１３日（水）15：30～17：30 

 

○開催場所：ＡＮＡクラウンプラザホテル神戸 

10 階 大宴会場 ザ・ボールルーム 

(〒650-0002 神戸市中央区北野町 1丁目） 

 

○議事次第 

１．和歌山県の航路啓開に関する検討 

２．道路啓開計画と整合した航路啓開のあり方 

３．図上訓練結果と大阪湾 BCP（案）への反映について 

４．エネルギー輸送確保に係る航路啓開目標について 

５．その他 

 

○取材・撮影について 

取材・撮影につきましては、冒頭の挨拶までとします。（冒頭の挨拶終了後、

退席していただきます。） 

委員会終了後の取材対応については事務局が行います。 

 

 

※ＢＣＰとは 

被災しても業務を中断させず、中断しても可能な限り短期間で再開させ、中断

に伴う損失やシェアの低下等を防ぐための計画です。 

 

 



＜大阪湾港湾機能継続計画推進協議会構成メンバー＞ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜開催場所位置図＞

１．有識者 （順不同） 

・神戸大学                     名誉教授  黒田  勝彦 

・元東北地方整備局           副局長   宮本  卓次郎 

・京都大学                    教授     多々納 裕一 

・京都大学               客員教授  小野  憲司  

・流通科学大学             教授      森   隆行 

・（一社）京都経済同友会         常任理事  上村  多恵子 

・国土技術政策総合研究所 

      沿岸海洋・防災研究部    部長    國田    淳 

 

・大阪府 

・関西広域連合 

・兵庫県 

・和歌山県 

・大阪市 

・堺市 

・神戸市 

・大阪湾広域臨海環境整備センター 

・大阪税関 

・神戸税関 

・大阪入国管理局 

・大阪検疫所 

・神戸検疫所 

・神戸植物防疫所 

・動物検疫所神戸支所 

・第五管区海上保安本部 

・陸上自衛隊 

・海上自衛隊 

・近畿運輸局 

・神戸運輸監理部 

・近畿地方整備局 

２．参加機関 （順不同） 

・(公社)関西経済連合会 

・(一社)日本船主協会 阪神地区船主会 

・大阪港運協会 

・兵庫県港運協会 

・近畿トラック協会 

・近畿倉庫協会連合会 

・大阪湾水先区水先人会 

・内海水先区水先人会 

・大阪府タグ事業協同組合 

・大阪港タグセンター事業協同組合 

・協同組合 神戸タグ協会 

・日本内航海運組合総連合会 

・近畿旅客船協会 

・神戸旅客船協会 

・(公社)神戸海難防止研究会 

・(一社)日本埋立浚渫協会近畿支部 

・(株)NTT データ関西 

・関西電力(株)  

・(株)東洋信号通信社 

・阪神国際港湾(株) 



 


